
（単位：円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 51,002,163,364 固定負債 15,800,017,255
有形固定資産 46,722,918,217 地方債等 13,905,996,573
事業用資産 28,948,381,381 長期未払金 -
土地 4,094,786,161 退職手当引当金 1,894,020,682
立木竹 3,618,247,000 損失補償等引当金 -
建物 42,900,073,197 その他 -
建物減価償却累計額 △ 22,862,214,073 流動負債 1,772,106,977
工作物 2,723,724,369 １年内償還予定地方債等 1,665,481,919
工作物減価償却累計額 △ 1,808,359,799 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 76,980,504
航空機 - 預り金 29,644,554
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 17,572,124,232
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 282,124,526 固定資産等形成分 59,063,057,524

インフラ資産 17,422,038,842 余剰分（不足分） △ 16,533,901,534
土地 706,897,127 他団体出資等分 -

建物 1,369,760,408

建物減価償却累計額 △ 969,562,689

工作物 35,729,042,517

工作物減価償却累計額 △ 19,414,098,521

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 -

物品 1,787,517,300

物品減価償却累計額 △ 1,435,019,306

無形固定資産 23,297,503

ソフトウェア 23,297,503

その他 -

投資その他の資産 4,255,947,644

投資及び出資金 869,729,490

有価証券 40,400,295

出資金 828,487,195

その他 842,000

長期延滞債権 316,608,489

長期貸付金 113,617,718

基金 2,632,437,891

減債基金 -

その他 2,632,437,891

その他 323,950,000

徴収不能引当金 △ 395,944

流動資産 9,099,116,858

現金預金 956,213,631

未収金 82,080,372

短期貸付金 31,620,660

基金 8,029,273,500

財政調整基金 7,257,029,752

減債基金 772,243,748

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 △ 71,305

繰延資産 - 42,529,155,990

60,101,280,222 60,101,280,222

全体貸借対照表
（平成２９年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計



（単位：円）

金　　　額

経常費用 13,124,238,764
業務費用 6,591,100,064
人件費 1,556,100,439
職員給与費 1,339,035,944
賞与等引当金繰入額 76,980,504
退職手当引当金繰入額 -
その他 140,083,991

物件費等 4,860,034,749
物件費 3,209,694,436
維持補修費 156,308,824
減価償却費 1,494,031,489
その他 -

その他の業務費用 174,964,876
支払利息 115,248,793
徴収不能引当金繰入額 467,249
その他 59,248,834

移転費用 6,533,138,700
補助金等 4,997,738,686
社会保障給付 560,615,127
その他 10,608,658

経常収益 691,313,769
使用料及び手数料 32,042,517
その他 659,271,252

純経常行政コスト △ 12,432,924,995
臨時損失 86,638,579
災害復旧事業費 18,110,412
資産除売却損 61,702,985
損失補償等引当金繰入額 -
その他 6,825,182

臨時利益 50,829,609
資産売却益 983,558
その他 49,846,051

純行政コスト △ 12,468,733,965

全体行政コスト計算書
自　平成２８年　４月　１日
至　平成２９年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



（単位：円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 41,916,849,710 58,860,967,319 △ 16,948,866,358 -
純行政コスト（△） △ 12,468,733,965 △ 12,468,733,965 -
財源 13,035,287,593 13,035,287,593 -
税収等 8,366,324,915 8,366,324,915 -
国県等補助金 4,668,962,678 4,668,962,678 -

本年度差額 566,553,628 566,553,628 -
固定資産の変動（内部変動） 178,247,469 △ 178,247,469
有形固定資産等の増加 1,820,104,319 △ 1,820,104,319
有形固定資産等の減少 △ 1,494,689,133 1,494,689,133
貸付金・基金等の増加 595,100,929 △ 595,100,929
貸付金・基金等の減少 △ 742,268,646 742,268,646

資産評価差額 - -
無償所管換等 23,842,736 23,842,736
他団体出資等分の増加 - -
他団体出資等分の減少 - -
その他 26,658,665 26,658,665
本年度純資産変動額 612,306,280 202,090,205 414,964,824 -
本年度末純資産残高 42,529,155,990 59,063,057,524 △ 16,533,901,534 -

全体純資産変動計算書
自　平成２８年　４月　１日
至　平成２９年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



（単位：円）

金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 11,558,816,327
業務費用支出 5,025,677,627
人件費支出 1,479,119,935
物件費等支出 3,379,898,287
支払利息支出 115,248,793
その他の支出 51,410,612

移転費用支出 6,533,138,700
補助金等支出 4,997,738,686
社会保障給付支出 560,615,127
その他の支出 10,608,658

業務収入 12,749,862,354
税収等収入 8,303,112,090
国県等補助金収入 3,908,902,254
使用料及び手数料収入 32,049,917
その他の収入 505,798,093

臨時支出 18,110,412
災害復旧事業費支出 18,110,412
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 1,172,935,615
【投資活動収支】
投資活動支出 2,355,901,091
公共施設等整備費支出 1,811,397,359
基金積立金支出 525,797,732
投資及び出資金支出 1,386,000
貸付金支出 17,320,000
その他の支出 -

投資活動収入 1,471,129,123
国県等補助金収入 760,060,424
基金取崩収入 664,007,618
貸付金元金回収収入 45,559,706
資産売却収入 1,501,375
その他の収入 -

投資活動収支 △ 884,771,968
【財務活動収支】
財務活動支出 1,352,807,747
地方債等償還支出 1,352,807,747
その他の支出 -

財務活動収入 1,256,877,000
地方債等発行収入 1,256,877,000
その他の収入 -

財務活動収支 △ 95,930,747
本年度資金収支額 192,232,900
前年度末資金残高 734,800,977
本年度末資金残高 927,033,877

前年度末歳計外現金残高 21,752,576
本年度歳計外現金増減額 7,427,178
本年度末歳計外現金残高 29,179,754
本年度末現金預金残高 956,213,631

全体資金収支計算書
自　平成２８年　４月　１日
至　平成２９年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



１．重要な会計方針

有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　ただし、開始時の評価基準及び評価方法ついては、次のとおりです。
ア　昭和５９年度以前に取得したもの・・・・・・・・・再調達原価
　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
イ　昭和６０年度以前に取得したもの
　取得価額が判明しているもの・・・・・・・・・取得原価
　取得価額が不明なもの・・・・・・・・・・・・再調達原価
ただし、取得価格が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘１円としています。
②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　取得価額が判明しているもの・・・・・・・・・取得原価
　取得価額が不明なもの・・・・・・・・・・・・再調達原価

有価証券等の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法）
②　満期保有目的以外の有価証券
　ア　市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却価額は移動平均法により算定）
　イ　市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・取得価額（又は償却原価法（定額法））
③　出資金
　ア　市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却価額は移動平均法により算定）
　イ　市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・出資金額

有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・・定額法
　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　建物　　　　８年～５０年
　　　工作物　　　３年～６０年
　　　物品　　　　２年～１５年
②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・・定額法
　　（ソフトウェアについては、当町における見込利用期間（５年）に基づく定額法によります。）
③リース資産
　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　・・・・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　・・・・・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法

引当金の計上基準及び算定方法
①投資損失引当金
　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が
著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。
②徴収不能引当金
　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
③退職手当引当金
　期末自己都合要支給額を計上しています。
④損失補償等引当金
　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する
法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。
⑤賞与引当金
　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に
ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引
　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引
　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

資金収支計算書における資金の範囲
現金（手元現金及び要求払預金）及び現金同等物。
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払を含んでいます。

その他財務書類作成のための基本となる重要な事項



①物品及びソフトウェアの計上基準
　物品については、取得価額又は見積価額が５０万円（美術品は３００万円）以上の場合に資産として計上し
ています。
　ソフトウェアについても物品の取り扱いに準じています。
②資本的支出と修繕費の区分基準
　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が５０万円未満であるとき、又は法人税法基本通達により
資産計上に該当しないと判定したときに修繕費として処理しています。

２．重要な会計方針の変更等

該当はありません。

３．重要な後発事象

主要な業務の改廃
該当はありません。

組織・機構の大幅な変更
該当はありません。

地方財政制度の大幅な改正
該当はありません。

重大な災害等の発生
該当はありません。

その他重要な後発事象
該当はありません。

４．偶発債務

保証債務及び損失補償債務負担の状況
該当はありません。

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの
該当はありません。

その他主要な偶発債務
該当はありません。

５．追加情報

対象範囲（対象とする会計名）
・一般会計
・津山・富線共同バス運行事業特別会計
・奨学会特別会計
・国民健康保険特別会計（事業勘定）
・国民健康保険特別会計（直診勘定）
・介護保険特別会計
・後期高齢者医療特別会計

出納整理期間
地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の
受払い等を終了した後の係数をもって会計年度末の係数としています。



決算対象年度： 平成28年度
会計 ： 全体

（単位：円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

事業用資産 52,365,206,742 3,920,069,931 2,666,321,420 53,618,955,253 24,670,573,872 660,244,912 28,948,381,381

土地 4,032,707,151 63,244,955 1,165,945 4,094,786,161 - - 4,094,786,161

立木竹 3,618,247,000 - - 3,618,247,000 - - 3,618,247,000

建物 41,619,411,738 1,943,363,649 662,702,190 42,900,073,197 22,862,214,073 598,885,534 20,037,859,124

工作物 2,481,928,873 245,287,622 3,492,126 2,723,724,369 1,808,359,799 61,359,378 915,364,570

船舶 - - - - - - -

浮標等 - - - - - - -

航空機 - - - - - - -

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 612,911,980 1,668,173,705 1,998,961,159 282,124,526 - - 282,124,526

インフラ資産 37,395,956,666 411,392,557 1,649,171 37,805,700,052 20,383,661,210 713,524,973 17,422,038,842

土地 705,280,472 1,618,351 1,696 706,897,127 - - 706,897,127

建物 1,369,760,408 - - 1,369,760,408 969,562,689 41,980,276 400,197,719

工作物 35,320,915,786 409,774,206 1,647,475 35,729,042,517 19,414,098,521 671,544,697 16,314,943,996

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - -

物品 1,629,629,058 181,335,460 16,175,413 1,787,517,300 1,435,019,306 103,111,301 352,794,994

91,383,520,661 4,512,797,948 2,684,146,004 93,212,172,605 46,489,254,388 1,476,881,186 46,722,918,217

有形固定資産の明細（会計別)
平成２９年　３月３１日現在

区　　　　　　　　分

合計



決算対象年度： 平成28年度
会計 ： 全体

（単位：円）

生活インフラ・国土
保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 警察 その他 合計

事業用資産 534,333,648 11,349,834,469 3,742,960,397 573,152,102 5,586,037,763 59,629,749 7,101,454,881 978,372 - 28,948,381,381

土地 108,665,693 1,516,896,017 480,384,499 45,887,541 622,111,226 18,540,016 1,302,301,169 - - 4,094,786,161

立木竹 - - - - - - 3,618,247,000 - - 3,618,247,000

建物 215,262,037 9,308,226,857 3,124,747,090 350,180,924 4,817,147,801 41,089,733 2,180,226,310 978,372 - 20,037,859,124

工作物 1,897,658 524,497,053 137,434,004 177,083,637 73,771,816 - 680,402 - - 915,364,570

船舶 - - - - - - - - - -

浮標等 - - - - - - - - - -

航空機 - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - -

建設仮勘定 208,508,260 214,542 394,804 - 73,006,920 - - - - 282,124,526

インフラ資産 16,685,043,721 71,910,398 2,427,600 231,620,247 427,832,572 1,165,014 2,039,290 - - 17,422,038,842

土地 596,719,893 25,031,975 2,427,600 44,236,466 36,655,609 1,165,014 660,570 - - 706,897,127

建物 198,771,604 5,321,723 - 187,383,781 7,630,011 - 1,090,600 - - 400,197,719

工作物 15,889,552,224 41,556,700 - - 383,546,952 - 288,120 - - 16,314,943,996

その他 - - - - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - - - - -

物品 163,538,550 41,157,370 37,221,874 10,508,407 74,089,911 21,837,907 4,143,975 - - 352,497,994

17,382,915,919 11,462,902,237 3,782,609,871 815,280,756 6,087,960,246 82,632,670 7,107,638,146 978,372 - 46,722,918,217

有形固定資産の行政目的別明細（会計別)
平成２９年　３月３１日現在

区　　　　　分

合計


